











上の課税所得 とは違 う。利益は収益 と費用 とによって算定 される。課税所得は益金と損金とによって算
定 される。必ず し も収益 と益 金 とはイ コールで はない し,費 用 と損 金 もイコールで はない。そのた め,
利益の額 と課税所得の額 とは異なることになる。そこで,課 税所得の算定にあたっては,株式会社の場
合であれば,株主総会で確定 した利益を基礎に して調整を加える必要がある。
課税所得の算定のために企業会計上の利益 を調整する必要があるのは,後 で見るように,会 計の見
方 と税法 の見 方に違いが ある ことに もよるが,次 の ような ものが存 在す るか らであ る。 ・
{1}資本剰 余金の うちに,益 金 に算 入 され る ものがある。
② 費用であるが,損 金に算入 されない ものがある。
(3)収益で あるが,益 金 に算入 され ない ものがあ る。
(4)費用であるが,損 金算入限度額が定められているものがある。
企業会計原則 ・一般原則に資本 と利益区別の原則がある。この原則は資本剰余金と利益剰余金との区
別を要求する原則 である。資本剰余金 に属するものには商法に定める資本準備金 とその他の資本剰余金
とがある。税法上の資本積立金に属するものには商法に定める資本準備金(後 で説明する合併差益に含
まれる合併評価益に該当する分を除 く),協同組合の加入金,再 評価積立金,特 定の医療法人の設立に
当たっての受贈 ・遺贈がある(法2⑰)。税法に見 られるこれらの項 目は株式会社以外の法人で用い ら
れている名称であって内容的には商法に定める資本準備金と大 きく違わない。これらの項 目は,合 併評




資本剰余金に該当する項 目の うち建設助成に充当した国庫補助金,工 事負担金,保 険差益等は拠出金で
はないので,税 務会計上 は益金 として課税所得 に算入 される。
企業会計上の費用は課税所得の算定 にあたって,全 額が損金になるとは限 らない。た とえば,交際費
等は会計上は費用であるが,課 税所得 を算定する際には原則 として損金に算入することはできない。交
際費等の支出は不健全な取引を生む温床になりかねない。それに対処するた均に交際費等は損金不算入
と されてい る。
企業会計上の収益は課税所得 を計算する場合,そ の全額が益金になるとは限 らない。た とえば,受取
配当金は企業会計上は収益であるが,課 税所得 を算定する際には原則 として益金不算入となる。配当は
企業が利益を計算 し,税金を支払 った後で行 うものである。受け取 った配当金を益金に算入するならば,
すでに課税 した所得を再 び課税対象に含めることになって しまう。二重課税 を防 ぐために受取配当金は
原則 として益金に算入 されない ことになっている。
企業会計上は償却資産の耐用年数の選定は企業に任されているが,税 務会計士 は 「減価償却資産の耐
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用年数等 に関する省令」 によって資産 ごとに耐用年数が定め られている。企業が 「省令」に定める法定
耐用年数よりも短い年数で減価償却を行 うとして も,法定耐用年数で計算 した額を超える額は損金に舞
人できない。また,税 務会計では貸倒引当金の繰入率 も業種 によって決まっている。企業が定められた
率を超えて貸倒引当金を設定 した としても,そ の超過額は課税所得を計算する際に損金に算入できない。
給与は企業会計上は費用であるが,税 務会計上は全額が損金になるとは限らない。たとえば,役 員の
給与は役員報酬 と利益処分による役員:賞与とか らなっている。役員の給与を報酬 として損金に算入する
のと役員賞与として利益処分とす るの とでは課税所得は大 きく違って くる。役員賞与に当たる額 を報酬
であると偽って損金 に算入すれば課税所得は少な くなる。そこで,役 員の報酬のうち,本 当に報酬に当
たる部分だけを損金に算入するために,役 員の給与について損金算入限度額が定められている。仮に,
役 員の給与3,000万円 を支払 った と して も,同 業他社 と比較 して給与 は2,000万円が妥 当であ る場 合 には,




企業会計では収益は実現主義に よって認識する。税務会計で も益金は実現 した ものを認識する。企業
会計でも税務会計で も商品の売上は販売 した時点で実現することになっている。ただ,企 業会計 と税務
会計 とではどの時点が販売時点になるかについての見方が異なる。会計では商品が相手方に到着 してい
なくても商品を発送 した時点で売上を計上するのが慣行である。これに対 してポ税法は,法律であるか
ら,権利 ・義務の確定という点を考慮 している。そのため税法では商品を相手方に渡 して債権が確定す
るまでは売上とはみない。商品を引 き渡 し,相手方が商品を検収 した時点で,債 権が確定 して売上が完
了 した とみる。企業会計では権利の確定 ということよりも商品の管理 ということを重視 してお り',出 荷
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した時点で売上に計上する。ただ,税 法は会計における慣行 を尊重 しているので,会 計処理が一貫 した
方法で行われている場合にはその処理を認めることにしている。3月 末 日決算の企業が商品 を3月31日
に発送 して,得 意先に4月1日 に到着 ということもある。売上の計上にあたっては出荷時点 にするか検
収時点にするか,恣 意性を排除する意味で継続性の源測 の適用が求められる。
委託販売について企業会計原則 ・注解注6は 次のように規定 している。「委託販売について,受 託者
が委託品を販売 した日をもって売上収益の実現の日とする。従って,決 算手続中に仕切精算書(売 上計
算書)が 到着すること等 によ り決算 日までに販売 された事実が明らかとなった ものについては,こ れを
当期の売⊥収益に計上 しなければな らない。ただ し,仕切計算書が販売のつど送付 されている場合には,
当該仕切計算書が到着 した日をもって売上収益の実現の日とみなすことができる。」 この場合,売 上の
計上を実際の販売日にするか売上計算書の到着日にするかによってその年度の売上額 に違いが生ずる可
1
能性がある。3月 末 日決算:の企業において実際の販売 日が3月26日～4月5日 の売上計算書をまとあて
4月6日 に発送するという場合がある。法律的にいえば委託先が実際に販売 した時点で債権が確定 した
わけであるから,実 際に販売 した 日が売上収益の実現の日となる。 しか し,会計処理の 日付 を実際の売
上日にさかのぼると,帳簿の 日付が他の取引 と前後することになりかねない。そこで,日 常的に売上計
算書 を受け取った日付で会計処理を行っている企業もある。税法では,原則 として実際の販売日が属す
る年度に売上を計上すべ きであるとしながらも,企業が継続 してその売上を売上計算書が到着 した日の
属する年度の売上として処理 している場合にはそれを認めることとしている(法 基通2-1-3)。




しか し,税法では企業会計原則が規定 している代金回収基準を認めていない。法律的にいえば,割 賦
代金 は期限が到来 した時点で債権 として確定する。法律は権利の確定 ということを重:祝するので,税 法
上は割賦代金の回収期限の到来に応 じて売上 を計上することになる(法令119)。これを税法では割賦基
準 とい う。代金 回収基準を採用 しないのは期末に代金の回収の有無によって売上を計上するか否かの問
題を回避できるか らであろう。代金回収基準 を採用すると,た とえば,3月 末日決算の企業が3月31日
に代金回収期限が到来 したが,代 金の回収を4月1日 に遅 らせることによって当期の売上を意図的に次










を適 用す る ことになる。
請負収益には,短 期の請負収益 と長期の請負収益 とがある。短期の請負収益の計上方法は税法上 も会
計上 も同 じである。税法では,別 に定めるものを除いて,物 品の全部を完成 して相手方に引き渡 した日
または役務の全部を完了した日が属する年度の益金に算入する完成引渡基準が採用 されている(法基通
2-1一.5)。長期の請負収益 については,企業会計原則 ・注解注7は 工事進行基準 または工事完成基
',
、準のいずれかを選択適用することができるとしている6こ れに対 して,税 法では完成引渡基準,部 分完
成基準,工 事進行基準が採用 されている。
部分完成基準は特定の建設工事について採用が義務づけられている(法基通2-1-9)。 この基準
は一つφ契約で請け負った工事のうち完成 した一部分を当期に引き渡 した場合に,引 き渡 した部分を売
・上に計上するとい うものである。たとえば,建 売業者が5棟 の建物の建設を請け負った とする。このう
ち3棟 を完成 して引 き渡 したとすれば,3棟 分の売上 を計上することになる。
皿.損金の計算5
会計では,費 用 ・損失は確定 した もののほかに予測に基づ くものが計上 されている。税法では,損金
は原則的に債務が確定 したものが計上され,限定的に予測 によるものが計上 されている。税法上,債 務
の確定によって損金 を計上する基準 を債務確定主義 と呼んでいる。
債務確定主義 というのは,損 金を債務の確定によって計上する基準をい う。 しか し,会計上の損失に
該当する損金の中には,災害や盗難による損失のように,債務の確定という条件を満た さないものもあ
る。こうした ものについては証拠が必要である。債務確定主義 というのは客観的な証拠 を求めていると
見るべ きであ る。
社員や役員に対する給与は,一 般的には,現 金で支給 されているが,「債務の免除による利益その他
の経 済的な利益」(法35④,法基通9-2-10)も 給与 に該当す る。社 員 の給与 につ いて はそれ ほ ど大
きな問題は生 じないが,役 員の報酬 ・賞与については ・報酬が損金に算入 されるのに対 して賞与は損金






① 定期の給与は報酬,臨 時の給与は賞与(法 基通9-2-13)
② 通常の昇給以外に塒定の月だけ増額 した部分は賞与(法 基通9-2-13)
③ 役員報酬のうち前月の売上高に応 じて増減する部分は賞与(法 基通9-2-13)







並びに交際費,接 待費及び福 利厚生費 とされるべ きものを除 く)」(法37条⑥)を いう。これに該当する
ものとしては債務の免除,債 務の無償引受,金 銭の無利息貸付等がある。また,低 廉譲渡 も寄附金に該
当す る(法37⑦)。 た とえば,取 得原 価100万円,時 価1,000万円の資産 を100万円で譲 渡 した場合,会 計
上は売却益は生 じない。 しか し,税法上はいったん売却 した ものとみなすので次の ような処理になる。
(借方)現 金1,000(貸 方)資 金100
売却益900
寄付金900現 金900
この場合,寄 附金の全額が損金に算入 されるならば税法上の扱いは結果的に会計と違わない。しか し,
寄附金というのは全額が損金に算入され るわけではない。損金算入限度額が定め られている。国等に対
する寄附金や公益法人等に対する指定寄附金については全額を損金に算入で きるが,一 般の寄附金につ
いて は,普 通の企 業では(所 得金 額の2.5%+資本金額 の0.25%)×1/2が損金 に算入 され るだ けで あ
る(法 令73)。
交際費等 とは 「交際費,接待費,機 密費その他の費用で,法 人がその得意先,仕 入先その他事業に関
係す る者等に対する接待,供 応,慰 安,贈 答その他 これに類する行為のために支出する もの をいう。」
(描法61の4)。交際費等の支出は不公正な取引を生む温床にな りかねない。そこで,交 際費等の支出は,




他め費用であると偽 って損金に算入 して,課 税所得 を少な くしょうとする企業 もある。そこで,特 に交







③ 不特定多数の者に対する宣伝効果を意図する ものは,広 告宣伝費の性質を有するものとし・交際
費等に含まれない(措 通62(1)一8)が,得意先だけに対 して行った支出は交際費等に該当す る。




⑤ 従業員に対 して常時支給する昼食等の費用は給与である。また,機 密費,接待費,交 際費,旅 費
とい う名 目で支給 した金額でその使途が不明なものは給与であ り,交際費に含まれない(措通26(1)一1C)。
これ らは給与 として所得税の課税対象となる。
⑥ 旅行等に招待 し,併せて会議 を行った場合,そ の会議が会議 としての実体 を備えていれば会議費
,とな る(措 通62(1)一13)が,そうでなけ ば交際費等 とな る。 ..
会計において,費 用は確定 したものが計上 されるだけでな く,予見に基づ く費用が引当金の設定によっ
て計上 されている。企業会計原則 ・注解注18は引当金 として,☆ 製品保証引当金,売 上割戻引当金,☆
返品調整引当金,☆ 賞与引当金,工 事補償引当金,☆退職給与引当金,修 繕引当金,☆ 特別修繕引当金,
債務保証損失引当金,損 害補償損失引当金,☆ 貸倒引当金等を例示 している。 しか し,税 法では,上 記
一の引当金の うち☆印をつけた六項目の引当金
のみを限定的に認めているだけである(法52～56の2)。
引当金 による損金の計上 は,減 価償却費の計上 と同様 に,外 部的な証拠が存在 しないので,その計上
は株主総会において確定 した決算において費用または損失 として経理する損金経理が行われた場合に限っ
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て損金算入が認められる(法52③)。また,引 当金は繰入限度額が定められている。会計で は引 当金の
繰入額は状況によって異な りうる。
IV.資産の評価
企業会計においては,資 産の評価は原価主義によっている。税法 も資産は取得原価によって評価 して
いる。購入によって資産を取得 した場合,購入代価に購入付随費用 を加算 して取得原価 とす るのは企業
会計でも税務会計 でも同 じである。企業会計原則は,重 要性の原則によって,重要性の乏 しい購入付随
費用 については取得原価に含めなくて もさしっかえないとしている。この場合,税 法は金額的に重要で
あるか否かの判断を具体的に定めている。税法は購入代価 のおおむね3%以 内の付随費用 は取得原価に
含 め な くて もよい と して い る(法 基 通5-1-1)。 自家 建設 に よる取 得,現 物 出資 に よ る取 得 ,贈 与
による取得については,取 得原価の算定は会計 も税法 も基本的には同 じであるが,交換 によって取得 し
た場合 に,取 得原価をどのように決定するかは会計と税法 とで見方が異なっている。たとえば,取 得原
価100万円,時 価1,050万円の資産 を時価1,000万円の 固定 資産 と交換 した と しよ う。 この 場 合 ,、会 計 上
は,資 産の交換1ホ貨幣性資産 をみ手 したことにはならないので利益は実現 していない とみる。そのため,
会計上 は,連続意見書にあるように,交換によって取得 した資産の取得価額は相手 に渡 した資産の取得
価額をつけると説明する。 しかし,税法では,交 換 した資産は取得 した資産の時価 をつけることになっ
ている く法32)。税法では,資 産の交換 は所有する資産 をいったん売却 し,そ の代金 で資産 を購入 した
と理解する。そのために深の ような処理になる。





棚卸資産の期末の評価方法 として企業会計原則 ・注解注21は個別法,先 入先出法,後 入先出法.平 均
原価法, 売価還元原価法 を例示 している。税法ではこの他に最終仕入原価法等 も認めている(法 令28)。
税法上, 個別法は主 として一つ一つの受払が明確で高価なもの,た とえば,宝 石,骨 董品等に適用する
方法で, 1回で大量に購 入 される代替性のある資産には採用できない(法 令28③)。また,税 法 では最
終仕入原価法以外の方法を採用する場合には納税地の所轄税務署長に承認を受けることを義務づけてい
る (法令28の2)。
会計では資産の評価 に当たって低価主義が採用 され,評 価損が認識 されている・評価損 という用語は
会計 と税法ではニュアンスが多少異なる。税法では評価損 を低価法による評価損 とその他の評価損 とに
区別 してい る。低価法による評価損については会計と税法でと取扱は同 じであるが・後者の評価損は会
計上の評価替減額あるいは商法上の相当の減額に当たるものである。税法はこれ らを評価損の一つと見




















る評価益の計上 も原則的には認めていない(法25)。しか し,企業が評価益を計上 した場合 には益金 に
算入することになっている。ただ,企 業はどのような場合にも評価益 を計上 してよい というわけではな




(2)法人組織の変更に伴 って行 う評価替(法 令24)
(3)保険会社が保険業法弟84条の規定に基づいて行う株式の評価替(法 令24)





この他に評価益ではないが,評 価替増額 として益金に算入するもの として,た とえば公社債の評価替
増額や合併評価益等がある。公社債の評価替増額は会計上も評価益には該当しない。その評価替増額は
強制的なものではな く,計上すれば収益になるものである。税務上 も企業が計上すれば益金に算入する
、こ と に な る 。
合併差益は商法上は資本準備金であ り,会計上は資本剰余金である。この合併差益の中には,受 入資
産の帳簿価格 を増額 したことか ら生 じた合併評価益が含まれている。合併評価益は商法上あるいは会計
上 は資本取 引 であるが,税 法上 は益 金 に算 入す るこ とにな ってい る(法 基通4-1-2)。 た とえ ば,
合併会社が被合併会社か ら取得原価100万円,時 価1,000万円の資産を時価で引き継いだとする。この場
合,合 併企業 は被合併企業から1,000万円の資産の現物出資を受 けたことになる。そ して,税 法 は現物
出資 をした被合併会社がその資産 を時価ioOO万円で渡 したので,900万内の差益が生 じたと考える。仮
に,こ の900万円が課税対象 にならない とすると,こ の資産 を受け入れた企業がただちに1,000万円で売
却 した場合,課 税を免れることになってしまう。偽装i合併によって課税 を免れようとする企業がないと
も限らない。合併によって受け入れた資産はその後の譲渡原価や減価償却の基礎になるものであるから,
帳簿価格を増額 したことか ら差益が生 じた場合には,そ の増額分は課税対象に含めることになる。合併
評価益は商法上,会 計上,合 併差益であるけれども税法上 は被合併会社の益金に算入 し,納税義務を合
併会社が引 き継 ぐことになる。
また,資 産評価 として重要なものに減価償却がある。使用または時の経過によって使用価値が減少す
.る画定資産について減価償却が行われる。税法は減価償却の対象 となる資産を限定列挙 している。た と
えば,建 物,機 械,備 品といった有形固定資産,特 許権,実 用新案権,意 匠権,商 標権 といった無形固
定資産,牛,馬,柑 橘 樹,り んご樹,茶 掛 とい った生物 を列 挙 してい る。 ただ,'償却対 象資産 であ って
も,そ の取得価額が20万円未満の資産については取得 した年度に消耗品費 として損金に算入することが
1
認め られている(法 令133)。これは重要性の原則の適用例である。
減価償却費の計算の方法 には定額法,定 率法,生 産高比例法,特 殊 な資産(漁 網,活 字用地金等)に
ついて採用 できる減量率法等,種 々の方法がある(法 令48,50,法規12)。税法は鉱業権 ・鉱業用減価
償却資産の償却の場合は生産高比例法,他 の資産の場合は定率法を法定償却法 として指定 している。こ
れら以外の償却方法を採用する場合 には,所轄の税務署長の承認を受けることを義務づけている(法 令
53)。また,企 業会計原則 ・注解注2Gでは減価償却に代わる方法として取替法を紹介 してい る。その取.
替法が50パー セント取替法であることは税法が規定 している(法 令49)。取替法が採用で きる資産のこ
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とを取替資産 と呼ぶが,税 法は 「取替資産とは,軌 条,ま くら木,そ の他多量に同…の 目的のために使
用される減価償却資産で,毎 年,使 用に耐 えなくなったこれらの資産の一部ほぼ同量つつ取 り替えられ
る もの をい う」(法令49③,法規10)と規定 している。
減価償却費の計算にあた って残存価格お よび耐用年数が問題になる。会計ないし簿記の書物では,し
ばしば,有 形固定資産の残存価格を取得原価の10%として計算例 を示 している。これは税法の規定の影
響である。税法上,有 形固定資産の残存価格が取得原価の10%であることは 「減価償却資産の耐用年数
等に関する省令」 に定め られている。この 「省令」にはすべての償却資産の残存価格や法定耐用年数が
資産ごとに細か く定め られている。
(ひらい かつ ひこ)
一207一
